桜川市景観まちづくり条例(案)
（目的）

第１条　この条例は、本市における良好な景観の形成を促進するため、市民協働の下に、景観計画の策定その他の施策を講ずることにより、潤いのある豊かな生活環境の創造を図るとともに地域性豊かな景観の形成を実現し、もって地域社会の健全な発展に寄与することを目的とする。
（定義）

第２条　この条例において使用する用語は、景観法において使用する用語の例による。
（市の責務）

第３条　市は、良好な景観の形成の促進に関し、国及び県との適切な役割分担を踏まえて、市域の自然的社会的諸条件に応じた施策を策定し、実施する責務を有する。
２　前項に規定する施策の策定及び実施に当たっては、市民及び事業者の意見を反映させるよう努めるものとする。
（市民の責務）

第４条　市民は、良好な景観の形成に関する理解を深め、良好な景観の形成に積極的な役割を果たすよう努めるとともに、市が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。
（事業者の責務）

第５条　事業者は、土地の利用等の事業活動に関し、良好な景観の形成に自ら努めるとともに、市が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力しなければならない。
（景観計画）

第６条　市長は、景観計画を定めるものとする。
２　市長は、景観計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ第７条に規定する桜川市景観まちづくり協議会において、協議を行うものとする。
３　市長は、景観計画を定めようとするときは、第８条に規定する桜川市景観審議会の議を経るものとする。
４　前２項の規定は、景観計画の変更について準用する。
（景観まちづくり協議会）

第７条　良好な景観の形成を市、市民及び事業者の協働により推進するため、景観法第１５条に規定する景観協議会として桜川市景観まちづくり協議会を置く。
（景観審議会）

第８条　この条例の規定により定められた事項及び市長が諮問する良好な景観の形成に関する重要事項を調査審議させるため、市長の附属機関として、桜川市景観審議会を置く。

２　審議会は、委員１２人以内をもって組織し、次に掲げる者につき市長が任命する。
（１）　学識経験のある者　６人以内
（２）　市議会議員　３人以内
（３）　住民の代表　３人以内
３　前項により任命された委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
４　委員は、再任されることができる。
（普及啓発）

第９条　市は、市民及び事業者に対し、良好な景観の形成に関する啓発及び知識の普及を図るため、広報活動、情報提供その他必要な施策を講ずるものとする。
（市民等の活動に対する支援）
第１０条　市は、市民、事業者又はこれらの者の組織する団体が良好な景観の形成に寄与する活動を行うときは、当該活動に必要な情報等の提供その他の支援を行うものとする。
（委任）
第１１条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附　則
この条例は、平成○○年○月○日から施行する。
別添　　桜川市景観まちづくり条例(案)の要約
１　目的
・市民協働の下、景観計画の策定等の施策を講ずることで、本市における良好な景観の形成を促進する。
２　定義
・条例内の用語等については、景観法の用語の例による。
３　市の責務
・市は、国・県との適切な役割分担を踏まえ、市域の自然的・社会的条件に応じた景観施策を策定し、実施する。
・景観施策の策定、実施においては、市民・事業者の意見を反映させるよう努める。
４　市民の責務
・市民は、景観形成に関する理解を深め、積極的な役割を果たすよう努める。市が実施する景観形成に関する施策に協力する。
５　事業者の責務
・事業者は、事業活動に関し、良好な景観の形成に自ら努め、市が実施する景観形成に関する施策に協力する。
６　景観計画
・市長は景観計画を定めるものとする。
・景観計画の案を作成するときには、桜川市景観まちづくり協議会で協議を行う。
・景観計画を定めるときは、桜川市景観審議会の議を経る。
・景観計画を変更するときも、同様の手続きを経る。
７　景観まちづくり協議会
・良好な景観の形成を市・市民・事業者の協働により推進するため、景観法第15条に規定する景観協議会として桜川市景観まちづくり協議会を置く。
８　景観審議会
・この条例の規定で定められた事項及び市長が諮問する良好な景観の形成に関する重要事項を調査審議させるため、市長の附属機関として、桜川市景観審議会を置く。
・委員は、１２名以内で構成され、学識経験者・市議会議員・住民から選出して市長が任命する。

・委員の任期は２年し、委員が欠けた際の補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。
９　普及啓発
・市民及び事業者に対し、景観形成に関する啓発及び知識の普及を図るため、必要な施策を講ずるものとする。
10　市民等の活動に対する支援
・市は、市民及び事業者等が良好な景観の形成に寄与する活動を行うときは、当該活動に必要な情報等の提供その他の支援を行うものとする。
11　委任
・この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
